
1 重要な会計方針

(1)

(2)

生産高比例法により償却している。

(3)

電気伝導率対策引当金は当期末における発生見込額を計上している。

(4)

（5）

（6）資産除去債務について

2 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　定期預金 10,200,000 - - 10,200,000

小  計 10,200,000 - - 10,200,000
特定資産
　退職給付引当資産 14,527,185 1,316,136 15,843,321
　維持管理積立金 1,256,028,000 - - 1,256,028,000
  第Ⅱ期最終処分場 1,794,084,418 - 149,507,092 1,644,577,326
  第Ⅱ期浸出水処理施設 355,677,940 - 28,490,111 327,187,829

小  計 3,420,317,543 1,316,136 177,997,203 3,243,636,476
合  計 3,430,517,543 1,316,136 177,997,203 3,253,836,476

3 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

科  目 当期末残高
(うち指定正味財産か
らの充当額)

(うち一般正味財産か
らの充当額)

(うち負債に対応する
額)

基本財産
　定期預金 10,200,000 (10,200,000) - -

小  計 10,200,000 (10,200,000) - -
特定資産
　退職給付引当資産 15,843,321 - - (15,843,321)
　維持管理積立金 1,256,028,000 - - (1,256,028,000)
  第Ⅱ期最終処分場 1,644,577,326 (767,546,550) - (877,030,776)
  第Ⅱ期浸出水処理施設 327,187,829 (152,703,010) - (174,484,819)

小  計 3,243,636,476 (920,249,560) - (2,323,386,916)
合  計 3,253,836,476 (930,449,560) - (2,323,386,916)

財 務 諸 表  に  対  す  る  注  記

貯蔵品：先入先出法による原価法によっている。

固定資産の減価償却について

引当金の計上基準

棚卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却は、定額法により償却しているが、第Ⅱ期最終処分場の擁壁・えん堤等は、埋立量を算定基準として

貸倒引当金は未収金の貸倒見積額を計上している。

税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味財産額を計上する

賞与引当金は支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

退職給付引当金は期末要支給額の100パーセントを計上している。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

税効果会計の適用について

ことを目的として税効果会計を適用している。

焼却施設について将来の取り壊し費用等を見積もり、資産除去債務を計上している。



4 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。　       (単位：円)

科　　　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

焼却施設 4,659,506,478 3,852,287,649 807,218,829

防災調整池施設 284,679,268 162,290,890 122,388,378

埋立処分場 489,614,829 376,683,659 112,931,170

放流管設備 195,977,485 135,410,245 60,567,240

ロードヒーティング設備 64,635,160 62,911,247 1,723,913

水質監視井戸設備 5,897,013 5,293,817 603,196

保　　管　　庫 82,103,524 30,911,707 51,191,817

周辺設備外灯設備 21,892,554 21,800,581 91,973

公園等付帯設備 146,735,792 131,229,156 15,506,636

水処理施設 601,079,576 493,296,187 107,783,389

第Ⅱ期最終処分場 2,937,417,050 1,242,227,690 1,695,189,360

第Ⅱ期浸出水処理施設 1,261,951,999 778,924,303 483,027,696

車両運搬具 36,412,533 36,411,144 1,389

什器備品 15,187,253 12,101,354 3,085,899

　有形固定資産　計 10,803,090,514 7,341,779,629 3,461,310,885

ソフトウエア 11,289,264 6,459,937 4,829,327

　無形固定資産　計 11,289,264 6,459,937 4,829,327

合　　　　　計 10,814,379,778 7,348,239,566 3,466,140,212

5 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 (単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の記載区
分

廃棄物処理施設国庫補助金 環境省 501,661,642 - 41,536,862 460,124,780 指定正味財産

廃棄物処理施設岩手県補助金 岩手県 501,661,642 - 41,536,862 460,124,780 指定正味財産

モニタリング事業費補助金 環境省 - 216,000 216,000 -

1,003,323,284 216,000 83,289,724 920,249,560

6 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

　　　　　内　　　　　容 金    額

経常収益への振替額

　減価償却費計上による振替額 83,073,724

7 関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 (単位：円)

種　　類 住 　所 資産総額 事業の内容 議決権所有割合

支配法人 盛岡市内丸10-1 － － －

役員の兼務等

県職員の役員等就任
理事　1名　評議員　1名

廃棄物処理 24,626,670 未収金 548,386

取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当一般財団法人が公表している利用案内等に基づいて決定している。

取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

期末残高
事業上の関係

取引の内容 取引金額

合     　計

法人等の名称

岩手県

科　 目

基本財産の出捐

関 係 内 容



8 税効果関係

①　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
(単位：円)

482,128

電気伝導率対策引当金 20,215,611

8,477,700

6,313,685

評価性引当額 0

　 繰延税金資産（流動資産） 35,489,124

退職給付引当金損金算入限度超過額 5,545,162
減価償却超過額 19,121,377
資産除去債務 200,725,368
評価性引当額 0

   繰延税金資産（固定資産） 225,391,907

100,275,444

   繰延税金負債（固定負債） 100,275,444

   繰延税金資産の純額（固定資産） 125,116,463

   繰延税金資産の純額 160,605,587

②　法人税法上の非収益事業と収益事業の区分
(単位：円)

    項    目 非収益事業 収益事業 合　　計

税引前当期一般正味財産増減額 - △ 19,096,106 △ 19,096,106
法人税、住民税及び事業税 - 72,217,200 72,217,200
法人税等調整額 - △ 106,969,474 △ 106,969,474
当期一般正味財産増減額 - 15,656,168 15,656,168

「所得税等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）が平成27年3月31日に公布されたことにより、当会計年度の繰延税金資
産、繰延税金負債の計算に用いる法定実効税率は、前会計年度の36％から35％に変更されている。その結果、繰延税金資産の
純額は4,588,731円減少しており、法人税等調整額が同額減少している。

貸倒引当金損金算入限度超過額

賞与引当金

資産除去債務に係る固定資産

未払法人事業税否認


